
「2040年に向けたシナリオ」の定量化と

2040年の就業構造推計について
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国内投資拡大・産業構造転換を踏まえた2040年の将来見通し

⚫ 人口動態：総人口▲0.6％、生産年齢人口▲1.0％（社人研（出生中位・死亡中位））

前提

⚫ GDP：名目+3.1%（実質+1.7%）

⚫ 労働生産性：名目+3.7％（実質+2.3％）

⚫ 賃金：名目+3.3％（実質+1.3％）

アウトプット

⚫ 産業構造：「2040年版の産業連関表」を設定（イメージ：自動車はEV化をはじめとする脱炭素化やSDV化）
（2020年の産業連関表を基に、「2040年新機軸（定性的）シナリオ」※2024年6月 産構審・新機軸部会「第３次中間整理」、

「ＧＸ２０４０ビジョン」、「第7次エネ基」等も踏まえて設定）

⚫ 国内投資：名目+4％で、2040年度200兆円（国内投資フォーラムの官民目標） ※ベースケースは0.7％

→ 次世代型投資（研究開発やソフトウェア・ロボット・通信機器等）が1.8倍に（ストックベース）

→ 既存型投資（建物･構築物等）は横ばい

⚫ TFP：資本・労働の質向上効果に加えて産業別AI等技術革新効果

インプット
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※ベースケース（積極的な産業政策なし）

⚫ GDP：名目+0.5%（実質+0.1%）

⚫ 労働生産性：名目+1.7％（実質+1.2％）

⚫ 賃金：名目+1.5％（実質+0.6％）

⚫ 物価：ＣＰＩ ２.0％ ※ベースケース：0.9%

（独）経済産業研究所（RIETI：深尾京司理事長他）と共同作成

※春季労使交渉5.1％で名目賃金2.8％（2024年）



将来の産業構造は、①製造業X（エックス）、②情報通信業・専門サービス業、
③アドバンスト・エッセンシャルサービス業がカギ

飲
食
業

宿
泊
業

そ
の
他
の

サ
ー
ビ
ス

農
林
水
産
業

社
会
福
祉

・
介
護

医
療

小
売
業

卸
売
業

郵
便
業

運
輸
業

専
門
・
科
学
技
術
、

業
務
支
援
サ
ー
ビ
ス
業

繊
維
製
品

食
料
品

金
属
製
品

そ
の
他
の

製
造
業

パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
工
品

窯
業
・
土
石
製
品

は
ん
用
・
生
産
用

・
業
務
用
機
械

電
気
機
械

情
報
・
通
信
機
器

電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス

輸
送
用
機
械

一
次
金
属
化
学

電
気
・
ガ
ス
・
水
道
・

廃
棄
物
処
理
業

不
動
産
業

建
設
業

鉱
業

情
報
通
信
業

金
融
・
保
険
業

教
育

10,000

7,500

5,000

2,500

0

20% 40% 60% 80%

飲
食
業

宿
泊
業

農
林
水
産
業

そ
の
他
の

サ
ー
ビ
ス

社
会
福
祉
・

介
護 医

療

運
輸
業

郵
便
業

小
売
業

建
設
業

そ
の
他
の
製
造
業

食
料
品

窯
業
・
土
石
製
品

は
ん
用
・
生
産
用

・
業
務
用
機
械

電
気
機
械

輸
送
用
機

情
報
・

通
信
機
器

一
次
金
属

電
子
部
品
・
デ
バ
イ
ス

化
学

専
門
・
科
学
技
術
、

業
務
支
援
サ
ー
ビ
ス
業

情
報
通
信
業

不
動
産
業

教
育

金
融
・
保
険

10,000

7,500

5,000

2,500

0

20% 40% 60% 80%

電
気
・
ガ
ス
・
水
道
・

廃
棄
物
処
理
業

繊
維
製
品

金
属
製
品

卸
売
業

パ
ル
プ
・
紙
・
紙
加
工
品

鉱
業

①製造業X（エックス）：GX、フロンティア技術で差別化、DXによるサービス化等で
新需要創出による高付加価値化により雇用拡大・賃上げ

②情報通信業・専門サービス業：新需要開拓で新たな付加価値を創出
他産業を上回る賃上げ

③アドバンスト・エッセンシャルサービス業：省力化設備・サービスを使いこなし、賃上げ
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（総労働時間）
868
億時間

2021
時間当たり賃金
＜円/時間＞

（総労働時間）
967
億時間

※名目賃金=雇用者報酬(個人事業主・家族従業者を含まない)

2040新機軸ケース

③アドバンスト・
エッセンシャルサービス業

①製造業X（エックス）

②情報通信業・
専門サービス業

（注）産業別の数値は民間の動向を政策的示唆に活用するため、市場経済を念頭におき公務を除く



就業構造推計の試算方法について
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＜人材需要＞

✓新機軸ケースの産業別就業者数を、足下データ

（2020）の産業×職業×学歴別比率で分解。

✓その上で、①産業別の自動化影響による職種の変

化、②職種ごとの学歴構成の変化を加味。

✓2040年就業者数*を、産業別・職業別就業者

数の足下の増減傾向が続くと仮定して産業×職

業×学歴別比率を推計、分解。

※学歴については、最終学歴に大きな変化が生じないという

仮定のもと、大学進学率の上昇を加味しつつ、年代に応

じ、足下比率（2020）をスライド。

＜前提＞

✓ 国内投資：名目+4％で、2040年度200兆円
（国内投資フォーラムの官民目標）

✓ 「2040年新機軸（定性的）シナリオ※」、「ＧＸ２０４０
ビジョン」、「第7次エネ基」等を踏まえて考慮

✓ AI、ロボットの活用促進や、リスキリング等による労働の
質の向上が一定程度進んだ影響を加味。

※2024年6月 産構審・新機軸部会「第３次中間整理」

＜産業ごとの将来像＞

○製造業X（エックス）
➢GX、フロンティア技術で差別化、DXによるサービス化等で新需要創出に
よる高付加価値化により雇用拡大・賃上げ

○情報通信業・専門サービス業
➢新需要開拓で新たな付加価値を創出。他産業を上回る賃上げ

○アドバンスト・エッセンシャルサービス業
➢省力化設備・サービスを使いこなし賃上げ

両者の差分をミス
マッチとして分析

＜人材供給＞

2040年に向けたシナリオ・新機軸ケース

就業構造推計
新機軸ケースのアウトプット（産業構造）を活用

*2023年度版労働力需給の推計（JILPT）の労働参加漸進シナリオを活用



2040年の就業構造推計
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⚫ 「2040年に向けたシナリオ・新機軸ケース」では、少子高齢化による人口減少に伴って労働供給は減少す

るものの、AI・ロボットの活用促進や、リスキリング等による労働の質の向上により大きな不足は生じない

（約200万人分の不足をカバー）。今後、シナリオ実現に向けた政策対応が必要。

⚫ 一方、現在の人材供給のトレンドが続いた場合、職種間、学歴間によってミスマッチが発生するリスクがあ

り、戦略的な人材育成や円滑な労働移動の推進が必要となる。

2021年 2040年 ※色分けはイメージ

6983万人

労働需要
(新機軸ケース)

労働供給
(トレンド延長)

職種間のミスマッチ
AI・ﾛﾎﾞｯﾄ等の利活用人材が約300万人不足

学歴間のミスマッチ

 大学・院卒の理系人材が約100万人不足

6303万人

AI・ロボットの活用促
進、労働の質の向上

(189万人分相当）

→職種間、学歴間のミスマッチの解消のため、
労働需要に対して必要な労働の質の向上及び人材供給の

在り方の再検討が必要。



職種間のミスマッチ
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⚫ 生成AI、ロボット等の省力化に伴い、事務、販売、サービス等の従事者は約300万人の余剰が生じる可能性。

⚫ 多くの産業で研究者/技術者は不足傾向。とりわけ、各産業でAIやロボット等の活用を担う人材は合計で約

300万人不足するリスク。

管理的
職業

専門的技術的職業 事務 販売 サービス 生産工程 輸送・機械
運転

運搬・清掃・
包装等うちAI・ロボット等

の活用を担う人材

 2040年の労働需要
（2040年の労働供給 ※現在

のトレンドを延長した場合）

124万人

（175万人）

1387万人

（1338万人）

498万人

（172万人）

1166万人

（1380万人）

735万人

（786万人）

714万人

（724万人）

865万人

（583万人）

193万人

（169万人）

415万人

（269万人）

供給とのミスマッチ

*2021年現在の就業者

51万人

143万人

-49万人

1281万人

-326万人

196万人

214万人

1420万人

51万人

834万人

10万人

880万人

-281万人

885万人

-24万人

244万人

-146万人

516万人

製造業 24 206 130 196 52 0.7 642 10 52

情報通信業 3.9 131 46 43 14 0.3 3.9 0.2 0.8

卸売業、小売業 25 58 28 186 489 5.8 102 4.3 106

建設業 19 42 13 84 23 0.6 38 14 5.7

宿泊業 1.8 6.9 5.6 4.9 3.9 86 1.0 0.3 6.5

飲食業 2.6 2.8 1.0 7.4 8.7 172 1.9 0.5 12

運輸業、郵便業 5.8 21 18 68 5.8 2.9 6.4 128 81

医療・福祉 5.5 450 94 107 1.6 255 6.5 10 14

（注）産業分類は日本標準産業分類、職業分類は日本標準職業分類による。また、表中に含まれていない職業分類があるため、ミスマッチのトータルは０にならない。産業分類・職業分類は主要なもののみ掲載。 （単位：万人）
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⚫ 研究者や技術者等の専門職を中心に、大学・院卒の理系人材で100万人以上の不足が生じるリスク。

また、生産工程を中心に、短大・高専等、高卒の人材も100万人弱の不足が生じるリスク。

⚫ 事務職で需要が減少する一方、現在供給が増加傾向にある大卒文系人材は約30万人の余剰が生じる可能性。

高卒 短大・高専等 大学理系 院卒理系 大学文系 院卒文系

2040年の労働需要
（2040年の労働供給 ※現在のトレンドを
延長した場合）

2112万人

（2075万人）

1212万人

（1160万人）

685万人

（625万人）

227万人

（181万人）

1545万人

（1573万人）

83万人

（90万人）

供給とのミスマッチ

*2021年現在の就業者数

-37万人

2735万人

-52万人

1240万人

-60万人

563万人

-47万人

154万人

28万人

1332万人

7万人

70万人

管理的職業 27 13 23 4.0 50 1.6

専門的・技術的職業 190 311 210 151 438 57

うちAI・ロボット等
の活用を担う人材 94 52 78 87 155 27

事務 295 251 157 31 397 12

販売 214 122 76 7.5 271 3.9

サービス 277 196 39 2.0 119 1.7

生産工程 442 147 82 23 107 3.8

輸送・機械運転 110 21 8.2 1.1 28 0.3

運搬・清掃・包装等 214 60 17 1.2 56 0.6

（注）職業分類は日本標準職業分類、学歴分類は令和２年国勢調査の区分による。分類表中に含まれていない学歴分類（その他）があるため、ミスマッチのトータルは０にならない。職種分類は主要なもののみ掲載。（単位：万人）
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以下、ご参考



世界的な社会課題を起点に、人口減少下でも中長期的に拡大する国内需要を
開拓。海外含め需給両面から施策を継続実施することで世界水準の戦略投資を
加速。政府支援は、国富を拡大する「国の戦略投資」。

 ＜ミッション>

 ＧＸ：10年で150兆円超の官民投資、そのために20兆円規模の政府支援。

 ＤＸ：デジタル化による新たなサービスへの需要が創出、ソフトウェアを含む設備投資が増加。例えば、2030年ま

でに国内で半導体を生産する企業の合計売上高（半導体関連）15兆円超を目指す。AI・半導体で10兆円の
公的支援により、10年間で50兆円超の官民投資、約160兆円の経済波及効果。

 グローバル・経済安全保障：世界の課題解決を通じて日本の世界における付加価値を最大化すると

同時に、不確実な世界においても信頼できる経済パートナーで在り続けるため、ルールに基づく国際経済秩序の維
持・強化・再構築を実現。/対日直接投資残高について、2030年に120兆円、2030年代前半のできるだけ早期に
150兆円とする。/自律性向上、優位性・不可欠性確保を実現。

 健康：2040年に健康寿命75歳以上、2050年に公的保険外サービス77兆円、世界市場の獲得。

 少子化対策に資する地域の包摂的成長：地域の良質な雇用や豊かな生活環境の創出(可
処分所得/時間の向上等)を通じ、希望出生率を1.8に回復、将来的には更なる希望向上へ。

 災害レジリエンス：途上国の適応市場（2050 年約 70 兆円）含めた世界市場の獲得。

 バイオものづくり：2030年時点で国内外で総額92兆円の市場規模の獲得。

 資源自律経済：2030年に80兆円、2050年に120兆円のサーキュラーエコノミー市場を実現。 9

「経済産業政策の新機軸」の枠組み

⚫ 2021年の産構審総会以降、社会課題解決を成長のエンジンと捉え、 「ミッション志向の産業政策」と
「社会基盤の組換え」という枠組みの下で、大規模・長期・計画的な産業政策の強化策を提示。

⚫ 一貫して、①国内投資の拡大、②イノベーションの加速、③国民の所得向上の3つの好循環の実現を掲げ
てきた。

ミッション志向の産業政策（8分野） 社会基盤（OS）の組換え（4分野）

ミッションの実現には、個別産業政策を補完するものとして、
テーマ横断的な経済社会構造の基盤整備も必要。個別
ミッション範囲外でも、国内投資・イノベーション・所得向上
の３つの好循環に貢献。

＜社会基盤（OS）＞

 人材
物価上昇を超える賃上げの持続的な実現。

 イノベーション・スタートアップ
スタートアップへの投資額を今後5年で10倍。

 価値創造経営
日本の代表的企業がPBR1倍超えとなる割合を2030年に8割に。

 EBPM・データ駆動型行政
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RIETI産業構造推計モデルにおける試算結果

（注）RIETI産業構造推計モデルは2021年を基準としており、2021年数値は名目と実質が同一となる。
（出所）過去数値は経済産業研究所「JIPデータベース2023」より作成。

2021 2040ベースケース 2040新機軸ケース

額 額 成長率(年率) 額 成長率(年率)

GDP(兆円)
名目 547 607 0.5% 975 3.1%

実質 547 554 0.1% 750 1.7%

労働生産性(円/時間)
名目 5,139 7,047 1.7% 10,260 3.7%

実質 5,139 6,441 1.2% 7,892 2.3%

賃金(円/時間)

名目(マクロ) 2,885 3,800 1.5% 5,366 3.3%

名目(製造業)※電子部品・通信機器除く 3,003 3,950 1.5% 5,316 3.1%

名目(情報通信業・専門サービス業等) 3,171 4,157 1.4% 6,362 3.7%

名目(エッセンシャルサービス業) 2,702 3,582 1.5% 4,918 3.2%

実質 2,885 3,208 0.6% 3,702 1.3%

民間総固定資本形成
(兆円)

名目 94 106 0.7% 200 4.1%

実質 94 94 0.0% 154 2.6%

輸出(兆円) 名目 102 131 1.3% 233 4.4%

輸入(兆円) 名目 117 143 1.0% 224 3.5%

純輸出(兆円) 名目 -15 -12 9
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